
様　式　イ

・17センター、専門職員数132名
　事業費686,600千円

・17センター、専門職員数144名（高齢者人口の増加による総合
相談業務等の充実・強化のため12名増員)
　事業費737,417千円

・17センター、専門職員数１50名（高齢者人口の増加による総合
相談業務等の充実・強化のため６名増員)
　事業費765,400千円

・21センター、専門職員数165名（高齢者人口の増加による総合
相談業務等の充実・強化のため15名増員)
　事業費857,400千円

平 成 21 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 22 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）

担 当 保健福祉局保健福祉部介護保険課　根本・染谷　℡ 211－2547

全　　体　　計　　画
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＜年 度 別 の 事 業 内 容＞
地域包括支援センター設置数（累計）
・平成19年度～21年度：17カ所
・平成22年度：21カ所※うちレベルアップ分4カ所

　高齢者が住み慣れた地域で自立した生活をできる限り続けられ
るよう、介護予防支援の拠点となる地域包括支援センター（介護・
健康何でも相談センター）を増設する。
※事業費については、計画期間中の新規センター設置数に係る
事業費のみ計画に計上する（レベルアップ事業）

平 成 23 年 度 第 ２ 次 札 幌 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の １ ）

施策体系コード 3-1-3 事業名 地域包括支援センター（介護・健康何でも相談センター）運営事業
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平 成 19 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 20 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）



様　式　イ

平 成 23 年 度 第 ２ 次 札 幌 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の 2 ）

21カ所

22年度末
(目　　標)

20年度末
(実　　績)

評    価　（　成　果　） 課    題

18年度末
(現　　状)

19年度末
(実　　績)

21年度末
(実　　績)

3-1-3

　21カ所の地域包括支援センターにおいて、高齢者が住み慣れた
地域で自立した生活をできるよう、総合相談業務・二次予防事業対
象者介護予防業務・権利擁護業務等の包括的支援事業や指定介
護予防支援事業を実施した。

■市民・企業等が参加しやすい環境づくり

・　専門職員の人員強化による総合相談業務等の包括的支援事業
の一層の充実・強化が必要である。
・　二次予防事業対象者の把握と支援を一層進める必要がある。

施策体系コード 事業名 地域包括支援センター（介護・健康何でも相談センター）運営事業

達　成　目　標　の　状　況

■企業等との連携・協働
　 [資金協力]（該当なし）
　 [人材協力]（該当なし）
　 [情報協力]（該当なし）
　 [その他の協力]（該当なし）

17カ所

市 民 ・ 企 業 等 と の 協 働 の 状 況 （ 市 民 ・ 企 業 等 の 参 加 、 支 援 、 協 力 の 状 況 ）

地域包括支援センター設置数（累計） 17カ所 17カ所

　（該当なし）

今   後   の   事  業  の  予  定  ・ 方  向

項　　　　　　目 22年度末
(実　　績)

　地域包括支援センターの運営については、その中立・公正性を確保するため、学識経験者や専門職団体等のほか一般市民の委員で
構成された地域包括支援センター運営協議会を平成18年度に設置し、定期的に会議を開催の上、よりよいセンター運営を目指してい
る。

■市民との連携、市民参加

　平成18年度に17カ所新設した地域包括支援センターについては、平成22年4月1日に４カ所増設し、現在21センターで運営している（増
設区：北、東、厚別、手稲）。高齢者の介護予防を一層推進し、住み慣れた地域で安心・自立した生活を支援するため、高齢者人口の増
加にあわせて、地域包括支援センターの増設を検討していく。

17カ所 21カ所
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[19年度]

[20年度]

[21年度]

[22年度]　①計画時の人員配置見込と実配置人数が異なったため。
　　　　　 　②計画事業費はH22見込額とH19実績額の差額を計上していたが、予算・実績については、増設センター分事業費を計上した
　　　　　　　　ため。

計　画　と　の　差　異  (　予　算　・　実　績　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)
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平 成 23 年 度 第 ２ 次 札 幌 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の ３ ） （単位：千円）

施策体系コード 地域包括支援センター（介護・健康何でも相談センター）運営事業3-1-3

国 ･ 道 支 出 金

20年度 21年度

80,1900

事　　業　　費　　の　　推　　移
項  目 19年度

事業名

0 0 0
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26,731

0
89,040

148,4000 0


